(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:総合防災訓練事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　防災課　防災担当　電話番号：058-272-1111（内2746）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：1,866千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　当県では、大規模災害発生に備え、災害対応能力を高めることを目的に、関係機関と連携し各種防災訓練を繰り返している。
　平成24年度は、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」の検証結果を踏まえ、「超」広域災害を想定した訓練を実施し、住民、市町村、関係機関等と連携した実戦的な防災訓練にすることで、住民の防災意識の高揚、関係機関との連携確認、防災担当職員の習熟を図り、地域における災害対応力を強化する。
　具体的には、海津市の訓練と合同で、「超」広域災害への備えを確認するため、県、海津市、関係機関が対応すべきことを盛り込んだ実働訓練を実施することとする。
　例）防災ヘリ、ドクヘリ、ＤＭＡＴ、各協定に基づく関係機関：鹿児島県、県トラック

協会
	　２　所要経費


　総合防災訓練事業費　1,866千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


大規模災害発生に備え、災害対応能力を高めることを目的に、関係機関と連携し実戦的な防災訓練を繰り返し実施している。
・Ｈ２０：現地災害対策本部等を通じた市町村との連携及び緊急対策チームの運用訓練
・Ｈ２１：超大型台風を想定した緊急対策チームの運用訓練
・Ｈ２２：地震防災体制の点検、災害時の業務の確認と情報共有訓練
　　　　　 豪雨災害を想定した県・市町村における対応訓練
・Ｈ２３：豪雨災害を想定した県・市町村における対応訓練
　　　　　東日本大震災を踏まえた県・市町村における超広域災害対応訓練
	３　これまでの取組に対する評価


　各種防災訓練を繰り返し実施することにより、発災時の初動体制、応急対応体制をはじめとした各マニュアル運用の確認及び改善を行ってきた。
　また、継続的に訓練を実施することにより、県、市町村及び防災関係機関の連携及び災害対応能力の向上を図っている。
　平成24年度については、県、海津市、防災関係機関が連携する、実働訓練を実施することによって、現場で訓練上の問題点を明らかにし、計画、マニュアル等の改善を図るものである。
また、実働訓練を実施することは、県民に対して、災害への備えの重要性を目に見える形でアピールすることになり、防災啓発に繋がるものである。　
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,866
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,866

	1月20日時点

査定額
	1,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,800

	決定額
	1,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,800


